
1 

 

新 旧 

 

   箇所変更新旧対照表 

 

 

 

農業経営基盤の強化の促進に関する 

基本的な構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５ 年９ 月 

長野市 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業経営基盤の強化の促進に関する 

基本的な構想 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２ 年９ 月 

長野市 

 

 

（ 案）  

長野市農業振興審議会

令和５年７月18日 資料４－２



2 

 

新 旧 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想目次 

                         

                    

まえがき                                       Ｐ  １  

 

第１  農業経営基盤の強化の促進に関する目標                      Ｐ  ２  

１  今後の農業の基本的な方向 

２  効率的かつ安定的な農業経営についての目標及び育成・ 確保 

３  新たに農業経営を営も う と する青年等の目標及び確保 

４  地域農業のあり 方 

 

第２  農業経営の規模、 生産方式、 経営管理の方法、 農業従事の態様等に関する営農の類型ごと の効率的

かつ安定的な農業経営の指標                           Ｐ １ ３  

  １  生産方式、 経営管理の方法及び農業従事の態様等 

  ２  農業経営の指標 

 

第２ の２  農業経営の規模、 生産方式、 経営管理の方法、 農業従事の態様等に関する営農の類型ごと の新た

に農業経営を営も う と する青年等が目標と すべき農業経営の指標             Ｐ １ ７  

  １  生産方式、 経営管理の方法及び農業従事の態様等 

  ２  農業経営の指標（ 新規就農計画）  

 

第３  農業を担う 者の確保及び育成に関する事項                     Ｐ １ ９  

  １  農業を担う 者の確保及び育成の考え方 

  ２  市が主体的に行う 取組 

  ３  関係機関と の連携・ 役割分担 

  ４  就農等希望者のマッ チング及び農業を担う 者の確保・ 育成のための情報収集・ 相互提供 

 

第４  効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標その他農用地の効

率的かつ総合的な利用に関する事項                        Ｐ ２ １  

  １  効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

  ２  その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する事項 

 

第５  農業経営基盤強化促進事業に関する事項                      Ｐ ２ ３  

１  法第 18 条第１ 項の協議の場の設置の方法、 第 19 条第１ 項に規定する地域計画の区域の基準その

他第４ 条第３ 項第１ 号に掲げる事業に関する事項 

２  農用地利用改善事業の実施の単位と し て適当であると 認めら れる区域の基準その他農用地利用改

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想目次 

       

                                      

新 
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善事業の実施の基準に関する事項 

３  農業協同組合・ 長野市農業公社が行う 農作業の委託のあっ せんの促進その他の委託を受けて行う

農作業の実施の促進に関する事項 

４  利用権設定等促進事業に関する事項 

５  農地中間管理事業の実施の促進に関する事項 

６  農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の養成及び確保の促進に関する事項 
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善事業の実施の基準に関する事項 

５  農業協同組合・ 長野市農業公社が行う 農作業の委託のあっ せんの促進その他の委託を受けて行う

農作業の実施の促進に関する事項 

６  農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の養成及び確保の促進に関する事項 

７  その他農業経営基盤強化促進事業の実施に関し 必要な事項 

 

第５  その他                                     Ｐ ３ ４  

 

別紙１ （ 第４ の１ （ １ ） カ 関係）                             Ｐ ３ ５  

別紙２ （ 第４ の１ （ ２ ） カ 関係）                             Ｐ ３ ７  
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まえがき 

 

 こ の基本構想は、 農業経営基盤強化促進法（ 昭和 55 年法律第 65 号。 以下「 法」 と いう 。 ） に基づき長

野県が策定し た長野県農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針（ 以下「 基本方針」 と いう 。 ） を指針

に、 今後 10 年間を見据えた効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標や農用地の利用集積目標等を定める

も のです。  

 

  新 
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第 1 農業経営基盤の強化の促進に関する目標 

 

１  今後の農業の基本的な方向 

  長野市の農業は、 善光寺平・ 川中島平、 また、 千曲川沿岸の肥沃な平坦地から 標高 1, 000ｍ級の高冷

地に及ぶ広大な耕地で展開さ れており 、 恵まれた自然条件と 都市近郊型の利点を生かし 、 大都市圏及び

市民や周辺地域に食料を供給する重要な役割を果たし 発展し てきまし た。  

  長野市では、 変化に富んだ地形と 自然条件を巧みに活かし 、 果樹、 きのこ 、 野菜、 園芸作物等、 バラ

エティ ーに富んだ農業生産が行われています。 特に果樹は多品目が生産さ れており 、 中でも り んご、 ぶ

どう 、 も も の生産量が多く なっ ています。  

  し かし ながら 、 農林業センサスにおける農業構造の変化が示すと おり 、 総農家数は１ 割、 経営耕地面

積は２ 割程度減少するなど、 厳し い状況と なっ ています。  

項  目 2015 農林業センサ

ス 

2020 農林業センサ

ス 

経営耕地面積（ 総農家）  4, 780ha 3, 746ha 

農家数 11, 782 戸 9, 902 戸 

1 戸当たり の経営耕地面積 40a 37a 

  こ のよう な中、 長野市においては平成 29 年２ 月に「 三実一体で実現する力強い長野市農業」 を将来

像と する長野市農業振興アク ショ ンプラ ンを策定し 、 同年４ 月より 運用を開始し まし た。  

（ アク ショ ンプラ ンに定めた長野市農業の将来像）  

三実
み

一体で実現する力強い長野市農業 

「 実り １ 」 未来につなぐ ！ 豊かな大地に根差し た 誇り ある農業 

「 実り ２ 」 魅力アッ プ！ 新たな発想に基づき 発展する農業 

「 実り ３ 」 みんなが主役！ 市民が共に支え育む 人をつなぐ 農業 

  長野市農業の将来像を実現するため、 認定農業者（ 法第 12 条第１ 項の規定による農業経営改善計画

の認定を受けた農業者をいう 。 以下同じ 。 ） など中心的な担い手を育成すると と も に、 定年帰農者、 農

業に参入する企業など新たな担い手の確保や兼業・ 自給的農家など多様な担い手の育成を通じ て、 農地

の有効利用を推進し ます。  

  なお、 地域計画のう ち 目標地図に位置付けら れている 者に対し ては、 農業生産基盤の強化を 図る た

め、 積極的に農地中間管理事業を活用し て農地の集積・ 集約化を推進し ます。  

  また、 主力である果樹を中心に、 地域特性を活かし た多品目の農産物の生産と 、 販売力の強化を促進

すると と も に、 地産地消の取組や中山間地域における農家民泊事業、 農業体験を取り 入れた都市生活者

と の交流事業などを通じ て農業・ 農村に対する市民の理解を促進し 、 すべての市民が長野市農業の応援

隊と なるこ と を目指し ます。  

 

 

第 1 農業経営基盤の強化の促進に関する目標 

 

１  今後の農業の基本的な方向 

  本市の農業は、 善光寺平・ 川中島平、 また、 千曲川沿岸の肥沃な平坦地から 標高 1, 000ｍ級の高冷地

に及ぶ広大な耕地で展開さ れており 、 恵まれた自然条件と 都市近郊型の利点を生かし 、 大都市圏及び市

民や周辺地域に食料を供給する重要な役割を果たし 発展し てきまし た。  

  本市では、 変化に富んだ地形と 自然条件を巧みに活かし 、 果樹、 き のこ 、 野菜、 園芸作物等、 バラ エ

ティ ーに富んだ農業生産が行われています。 特に果樹は多品目が生産さ れており 、 中でも り んご、 ぶど

う 、 も も の生産量が多く なっ ています。  

  し かし ながら 、 農林業センサスにおける農業構造の変化が示すと おり 、 経営耕地面積と 農家数は１ 割

程度減少すると と も に販売農家の農業就業人口に占める 65 歳以上の割合が 1. 5 倍になるなど、 厳し い

状況と なっ ています。  

項  目 2010 農林業センサ

ス 

2015 農林業センサ

ス 

経営耕地面積（ 総農家）  5, 500ha 4, 780ha 

農家数 13, 000 戸 11, 782 戸 

1 戸当たり の経営耕地面積 42a 40a 

販売農家の農業就業人口 11, 000 人 8, 748 人 

 う ち 65 歳以上の割合 48％ 75％ 

  こ のよう な中、 本市においては平成 29 年２ 月に「 三実一体で実現する力強い長野市農業」 を将来像

と する長野市農業振興アク ショ ンプラ ンを策定し 、 同年４ 月より 運用を開始し まし た。  

（ アク ショ ンプラ ンに定めた本市農業の将来像）  

三実
み

一体で実現する力強い長野市農業 

「 実り １ 」 未来につなぐ ！ 豊かな大地に根差し た 誇り ある農業 

「 実り ２ 」 魅力アッ プ！ 新たな発想に基づき 発展する農業 

「 実り ３ 」 みんなが主役！ 市民が共に支え育む 人をつなぐ 農業 

  本市農業の将来像を 実現する ため、 認定農業者など 中心的な担い手を 育成する と と も に、 定年帰農

者、 農業に参入する企業など新たな担い手の確保や兼業・ 自給的農家など多様な担い手の育成を 通じ

て、 農地の有効利用を推進し ます。  

  なお、 人・ 農地プラ ン に位置付けら れている中心経営体に対し ては、 農業生産基盤の強化を 図る た

め、 積極的に農地中間管理事業を活用し て農地の集積・ 集約化を推進し ます。  

  また、 主力である果樹を中心に、 地域特性を活かし た多品目の農産物の生産と 、 販売力の強化を促進

すると と も に、 地産地消の取組みや中山間地域における農家民泊事業、 農業体験を取り 入れた都市生活

者と の交流事業などを通じ て農業・ 農村に対する市民の理解を促進し 、 すべての市民が長野市農業の応

援隊と なるこ と を目指し ます。  
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（ １ ） 農家と 農業者 

2020 農林業センサスによると 、 令和２ 年の基幹的農業従事者の平均年齢は 71. 8 歳で、 20 年前の平

成 12 年と 比較し て６ 歳上昇し ています。 また、 個人農業経営体のう ち、 一世代家族経営かつ経営主

の年齢が 65 歳以上の経営体は全体の 62. 2％を占めており 、 農業従事者の高齢化及び後継者不足が顕

著にあら われています。  

こ れら に対応するため、 地域計画の策定を通じ て、 長野市農業の中心を担う 中核的経営体の育成や

経営体を担う 人材と し ての新規就農者の確保と と も に、 営農組織等を育成し 、 多様な担い手へ農地を

集積・ 集約するこ と で農地等の資源の有効活用と 農業生産の維持・ 拡大を図る必要があり ます。  

地域計画の策定に当たっ ては、 将来の地域農業のあり 方を地域の話合いで決定するこ と で、 実効性

を高める取組を進めます。  

 

（ 注）  中核的経営体と は、 認定農業者、 基本構想水準到達者、 集落営農組織、 認定新規就農者（ 法第 14 条の４ 第１ 項の規定による青年

等就農計画の認定を受けた者を いう 。 以下同じ 。 ） をいう 。  

 

（ ２ ） 農用地（ 農地又は農地以外の土地で 主と し て 耕作若し く は養畜の事業のた めの採草若し く は

家畜の放牧の目的に 供さ れる 土地）  

   略 

 

（ ３ ） 農地流動化 

農地の流動化については、 利用権の設定に対し 市単独でも 助成金等の交付を行う と と も に、 農地中

間管理機構へ農地を貸し 付けた農地の出し 手に対し て機構集積協力金を交付するこ と により 、 担い手

への利用集積を図っ ています。  

今後も 地域計画を活用し て借り 手･貸し 手の掘り 起こ し に努めると と も に、 担い手への農地の集約

化を促進する必要があり ます。  

 

（ ４ ） 農業技術 

   略 

 

（ ５ ） 資本装備等 

 略 

 

２  効率的かつ安定的な農業経営についての目標及び育成・ 確保  

（ １ ） 効率的かつ安定的な農業経営の目標 

   略 

 

（ １ ） 農家と 農業者 

農家と 農業者の動向については、 販売農家のう ち、 平成 27 年の兼業農家は、 3, 153 戸で、 平成７ 年

と 比べ 63％減少し ています。 平成 27 年の専業農家は、 2007 戸で概ね一定で推移し ていますが、 農業

従事者の高齢化及び後継者不足が深刻化し ています。  

こ れら に対応するため、 人・ 農地プラ ンの実質化を通じ て、 本市農業の中心を担う 中心的経営体の

育成や経営体を 担う 人材と し ての新規就農者の確保と と も に、 営農組織等を育成し 、 多様な担い手へ

農地を 集積・ 集約する こ と で農地等の資源の有効活用と 農業生産の維持・ 拡大を 図る必要があり ま

す。  

人・ 農地プラ ンの実質化に当たっ ては、 実質化の要件であるアンケート を実施し 、 アンケート に基

づいて地域の現況を地図上で見える化し たも のを活用し て、 将来の地域農業のあり 方を地域の徹底し

た話合いで決定するこ と で、 人・ 農地プラ ンの実効性を高める取組みを進めます。  

 

 

 

（ ２ ） 農用地（ 農地又は農地以外の土地で 主と し て 耕作若し く は養畜の事業のた めの採草若し く は

家畜の放牧の目的に 供さ れる 土地）  

   略 

 

（ ３ ） 農地流動化 

農地の流動化については、 利用権の設定に対し 市単独でも 助成金等の交付を行う と 共に、 農地中間

管理機構へ農地を貸し 付けた農地の出し 手に対し て機構集積協力金を交付するこ と により 、 担い手へ

の利用集積を図っ ています。  

今後も 人・ 農地プラ ンの仕組みを活用し て借り 手･貸し 手の掘り 起こ し に努める と と も に、 担い手

への農地の集約化を促進する必要があり ます。  

 

（ ４ ） 農業技術 

 略 

 

（ ５ ） 資本装備等 

 略 

 

２  効率的かつ安定的な農業経営についての目標及び育成・ 確保  

（ １ ）  効率的かつ安定的な農業経営の目標 

略 
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（ ２ ） 効率的かつ安定的な農業経営を担う 人材の育成・ 確保 

   上記目標水準を満たす農業経営体の育成のため、 以下の施策を展開し ます。  

 

ア 長野市農業を支える中核的経営体の育成 

    長野市の多様な自然環境や地域の資源を活用し 、 経営戦略を持っ て経営の拡大・ 多角化等に取り

組み、 長野市農業を支える中核的経営体が主力と なる農業構造の構築を目指し ます。  

    そのため、 地域の話合いによっ て進める地域計画の策定及び実行を通じ 、 中核的経営体や、 今後

リ タ イ ア又は経営規模を縮小する農家、 維持し ていく 必要のある農地など、 人と 農地を明確に見え

る化し 、 農地中間管理事業等を活用し た農地の集積・ 集約による経営の効率化を進めるほか、 生産

性の向上や経営の多角化等による経営発展を一層推進し ます。  

    また、 認定農業者制度に基づいて、 長野市農業の中心的な担い手と なる認定農業者を育成・ 支援

し ます。  

 

イ  中核的経営体を支える雇用人材の安定確保 

    少子・ 高齢化が進行する中、 中核的経営体が規模拡大を図り ながら 持続的に経営を進めるために

は、 省力化・ 低コ スト 生産の技術開発・ 普及を図ると と も に、 雇用就業者を安定し て確保するこ と

が必要です。  

    こ のため、 新規学卒者や高齢者、 障がい者、 子育て世代など多様な人材の確保・ 育成に向けた取

組を複層的に展開し ます。  

 

３  新たに農業経営を営も う と する青年等の目標及び確保 

（ １ ） 新たに農業経営を営も う と する青年等の目標 

   略 

 

（ ２ ） 新規就農者数の確保目標 

今後も 継続し て中核的経営体を安定的に確保・ 育成するため、 新規就農者を毎年 30 名確保するこ

と を目標と し ます。  

 

４  地域農業のあり 方 

（ １ ） 基本的誘導方向 

地域計画の実行を通じ て、 地域農業を担う 中核的経営体を育成するこ と により 、 力強い農業構造を

構築するも のと し ます。  

 なお、 農業生産条件の不利等により 、 当面、 十分な中核的経営体の確保・ 育成が困難な中山間地域

等にあっ ては、 実情に応じ て集落を基礎と し た生産組織等多様な担い手を育成するこ と により 、 地域

農業の維持・ 発展を図るも のと し ます。  

 

（ ２ ） 効率的かつ安定的な農業経営を担う 人材の育成・ 確保 

   上記目標水準を満たす農業経営体の育成のため、 以下の施策を展開し ます。  

ア 長野市農業を支える中心経営体の育成 

    本市の多様な自然環境や地域の資源を 活用し 、 経営戦略を 持っ て経営の拡大・ 多角化等に取組

み、 本市農業を支える中心経営体が主力と なる農業構造の構築を目指し ます。  

    そのため、 アンケート や地図を活用し 、 地域の話合いによっ て進める人・ 農地プラ ンの実質化及

び実質化し た人・ 農地プラ ンに基づく 取組みを通じ 、 中心経営体や、 今後リ タ イ ア又は経営規模を

縮小する農家、 維持し ていく 必要のある農地など、 人と 農地を明確に見える化し 、 農地中間管理事

業等を活用し た農地の集積・ 集約による経営の効率化を進めるほか、 生産性の向上や経営の多角化

等による経営発展を一層推進し ます。  

    また、 認定農業者制度に基づいて、 本市農業の中心的な担い手と なる認定農業者を育成・ 支援し

ます。  

 

  イ  中心経営体を支える雇用人材の安定確保 

    少子・ 高齢化が進行する中、 中心経営体が規模拡大を 図り ながら 持続的に経営を 進めるために

は、 省力化・ 低コ スト 生産の技術開発・ 普及を図ると と も に、 雇用就業者を安定し て確保するこ と

が必要です。  

    こ のため、 新規学卒者や高齢者、 障がい者、 子育て世代など多様な人材の確保・ 育成に向けた取

組みを複層的に展開し ます。  

 

３  新たに農業経営を営も う と する青年等の目標及び確保 

（ １ ） 新たに農業経営を営も う と する青年等の目標 

   略 

 

（ ２ ） 新規就農者数の確保目標 

今後も 継続し て中心経営体を安定的に確保・ 育成するため、 新規就農者を毎年 30 名確保するこ と を目

標と し ます。  

 

４  地域農業のあり 方 

（ １ ） 基本的誘導方向 

人・ 農地プラ ンの推進を通じ て、 地域農業を担う 効率的経営体を育成するこ と により 、 力強い農業

構造を構築するも のと し ます。  

 なお、 農業生産条件の不利等により 、 当面、 十分な効率的経営体の確保・ 育成が困難な中山間地域

等にあっ ては、 実情に応じ て集落を基礎と し た生産組織等多様な担い手を育成するこ と により 、 地域

農業の維持・ 発展を図るも のと し ます。  
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ア 構造再編の方向 

    今後は、 農家の階層分化と 多様化が一層進行し 、 高齢農家、 自給的農家等は作業委託等による経

営の外部依存を 強めながら 生産規模を縮小する方向に向かう と 予測さ れ、 土地持ち非農家等も 相当

数増加するも のと 見込まれる こ と から 、 こ れら の農家層の規模縮小部分を 補完し 引き 受けていく

「 受け皿」 づく り を早急に進める必要があり ます。  

 具体的には、  

（ ア） 農業で自立する意欲を持っ て規模拡大・ 経営改善を目指す者を明確化し て、 中核的経営体への

移行を進める方向（ 個別経営型） 。  

（ イ ） 生産組織を育成し 、 構成農家の営農を補完し つつ、 法人化により 中核的経営体への移行を進め

る方向（ 組織経営型） を目指すも のと し ますが、 現状では十分な中核的経営体の確保が見込めな

い地域においては、 当面の農用地利用や農業生産の維持等を 重視し て、 個々の農家の営農を補完

し つつ逐次効率的な組織経営体への移行を進める方向。  

（ ウ） 集落の多様な農業者が参画し て農作業等を補完する体制を 整備し 、 農業生産を維持し つつ、 組

織経営体若し く は個別経営体の育成を進める方向（ 集落営農型） 。  

（ エ） 長野市農業公社などが農地の保全管理等を 行う 公的支援体制を 整備し 、 農業生産を 維持し つ

つ、 個別経営体若し く は組織経営体の育成を進める方向（ 公的支援型）  

等の中から 、 地域の実情と 農業者の意向に即し た方向を選択し て推進するも のと し ます。  

 

イ  農業構造再編の方法 

 行政及び関係機関・ 団体等により 、 地域の農業者自ら が目指す農業構造の実現に向け、 協力し て

中核的経営体の育成や地域ごと の課題解決に取り 組む組織の育成を図るこ と により 、 農業構造再編

を推進するも のと し ます。  

（ ア） 中核的経営体の育成 

    行政及び関係機関・ 団体等の調整・ 支援活動や地域組織の取組を通じ 、 各種施策を 有効に活用し

て中核的経営体の育成に努めるも のと し ます。  

    具体的には、 認定農業者制度や特定農業法人制度の活用や、 地域計画の取組を通じ て、 地域の担

い手と なる経営体を明確化し 、 規模縮小農家の営農実態を踏まえながら 、 農作業受委託や利用権設

定等による農用地の利用集積を推進すると と も に、 行政及び関係機関・ 団体等の役割分担と 連携に

よる機械・ 施設の貸付、 労働力の調整、 生産物の販売及び経営管理サービスの実施等を通じ て中核

的経営体等の経営基盤の強化を図り ます。  

（ イ ） 集落（ 地域） を基本単位と する構造再編 

    構造再編の推進に当たっ ては、 農業集落の持つ合意形成と 利用調整機能を活用し ながら 地域農業

集団や農用地利用改善団体の育成を進めると と も に、 地域の農家の営農意向等を的確に把握し たう

えで、 農家相談会等地域の話合いを通じ て今後の目指すべき 方向の合意形成を図る等、 集落等を基

本単位と する地域ぐ るみの構造再編を進めます。  

    なお、 取組に当たっ ては、 中核的経営体の育成を主眼にし つつ、 こ れら の中核的経営体と 小規模

ア 構造再編の方向 

    今後は、 農家の階層分化と 多様化が一層進行し 、 高齢農家、 自給的農家等は作業委託等による経

営の外部依存を 強めながら 生産規模を縮小する方向に向かう と 予測さ れ、 土地持ち非農家等も 相当

数増加する も のと 見込まれる こ と から 、 こ れら の農家層の規模縮小部分を 補完し 引き 受けていく

「 受け皿」 づく り を早急に進める必要があり ます。  

    具体的には、  

（ ア） 農業で自立する意欲を持っ て規模拡大・ 経営改善を目指す者を明確化し て、 効率的経営体への

移行を進める方向（ 個別経営型） 。  

（ イ ） 生産組織を育成し 、 構成農家の営農を補完し つつ、 法人化により 効率的経営体への移行を進め

る方向（ 組織経営型） を目指すも のと し ますが、 現状では十分な効率的経営体の確保が見込めな

い地域においては、 当面の農用地利用や農業生産の維持等を重視し て、 個々の農家の営農を補完

し つつ逐次効率的な組織経営体への移行を進める方向。  

（ ウ） 集落の多様な農業者が参画し て農作業等を補完する体制を整備し 、 農業生産を維持し つつ、 組

織経営体若し く は個別経営体の育成を進める方向（ 集落営農型） 。  

（ エ） 長野市農業公社などが農地の保全管理等を 行う 公的支援体制を 整備し 、 農業生産を 維持し つ

つ、 個別経営体若し く は組織経営体の育成を進める方向（ 公的支援型） 等の中から 、 地域の実情

と 農業者の意向に即し た方向を選択し て推進するも のと し ます。  

 

イ  農業構造再編の方法 

 行政、 関係機関・ 団体及び、 長野市農業再生協議会により 、 地域の農業者自ら が目指す農業構造

の実現に向け、 協力し て効率的経営体の育成や地域ごと の課題解決に取り 組む組織の育成を図るこ

と により 、 農業構造再編を推進するも のと し ます。  

（ ア） 中心経営体の育成 

    行政、 関係機関・ 団体及び、 長野市農業再生協議会の調整・ 支援活動や地域組織の取り 組みを通

じ 、 各種施策を有効に活用し て中心経営体の育成に努めるも のと し ます。  

    具体的には、 農業経営改善計画認定制度や特定農業法人制度の活用や、 人・ 農地プラ ンの実践を

通じ て、 地域の担い手と なる経営体を明確化し 、 規模縮小農家の営農実態を踏まえながら 、 農作業

受委託や利用権設定等による農用地の利用集積を推進すると と も に、 行政、 関係機関・ 団体及び、

長野市農業再生協議会の構成機関の役割分担と 連携による機械・ 施設の貸付、 労働力の調整、 生産

物の販売及び経営管理サービスの実施等を通じ て効率的経営体等の経営基盤の強化を図り ます。  

（ イ ） 集落（ 地域） を基本単位と する構造再編 

    構造再編の推進に当たっ ては、 農業集落の持つ合意形成と 利用調整機能を活用し ながら 地域農業 

集団や農用地利用改善団体の育成を進めると と も に、 地域の農家の営農意向等を的確に把握し たう  

えで、 農家相談会等地域の話し 合いを通じ て今後の目指すべき方向の合意形成を図る等、 集落等を 

基本単位と する地域ぐ るみの構造再編を進めます。  

    なお、 取り 組みに当たっ ては、 効率的経営体の育成を 主眼にし つつ、 こ れら の効率的経営体と 小
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な兼業農家、 高齢農家及び土地持ち非農家等と の間で、 地域資源の維持管理や、 補助労働力の提供

等の分野における役割分担を明確にし て、 相互にメ リ ッ ト を享受でき ると と も に負担も 共有できる

仕組みを作り 上げるも のと し ます。  

（ ウ） 産地体制の維持・ 強化 

    今日まで長野市の農業は、 農業者と 農業団体の一体と なっ た主産地形成の取組のも と に指定産地

等の指定を受け発展し てき ており 、 今後と も 品目別主産地の維持強化を図っ ていく こ と が重要なこ

と から 、 農業構造の再編成を進めるに当たっ ては、 産地ごと の課題を明確化し てその改善を進める

と と も に、 中核的経営体の育成と 併せて女性・ 高齢農業者等の生産継続も 併せて支援する体制を整

備し 、 産地と し ての生産・ 販売規模の維持拡大に向けて体質強化を図り ます。  

 

ウ 認定農業者制度の位置付け及び普及方針 

    経営改善計画の認定制度は、 国が示す「 魅力と やり 甲斐のある農業経営」 を確立し ていく ための

重要なポイ ント です。 こ の制度による認定農業者は、 農業経営者のモデルであり 、 農業を事業と し

て営も う と する農業者にと っ て牽引車的役割を担っ ています。  

こ のため、 長野市においても こ の認定農業者制度を活用し 、 認定農業者を重点に事業を実施する

と と も に、 こ の制度が多く の農業者に理解さ れ協力が得ら れ、 一人でも 多く の農業者が認定農業者

と なるよう 、 あら ゆる機会をと ら えて普及推進を図り ます。   

    なお、 期間の満了を迎えるも のについては経営改善の実践結果の点検を行い、 計画の達成・ 未達

成にかかわら ず年齢等を考慮し ながら 、 再認定に向けて支援・ 誘導を行います。  

 

工 担い手への経営指導体制の整備の方向 

    農業経営改善計画の認定を受けた農業者や組織経営体、 また今後認定を受けよ う と する農業者や

組織経営体に対し 、 農業委員会・ 長野市農業公社・ 農業協同組合・ 農業農村支援センタ ー及び長野

市が講習会・ 研修会・ 相談会等を開催し て技術指導や経営指導を行う と と も に、 認定農業者に対し

て農業経営改善計画の進捗状況を認定期間の中間年に確認し 、 個別に相談や指導するフ ォ ローアッ

プを行い、 担い手が一層意欲を持っ て農業に取り 組める体制を整備し ます。  

 

（ ２ ） 部門別誘導方向 

ア 普通作物 

 米・ 麦等の土地利用型農業については、 地域の実情に応じ て利用権設定等促進事業及び農地中間

管理事業等の積極的な活用により 、 利用権の設定等の推進及び農作業の受委託の積極的な推進を図

り 、 経営規模の拡大を促進し ます。  

 また、 土地改良事業を積極的に導入し 、 ほ場の集団化と 区画化を 進めると と も に、 農用地利用改

善団体等の土地利用調整活動による農地の連担化を推進し 、 効率的な作業単位の形成と 生産性の向

上を図り ます。  

 さ ら に、 こ れら と 併せて中核的経営体と 地域の多様な農家群による道水路や畦畔等の管理につい

規模な兼業農家、 高齢農家及び土地持ち非農家等と の間で、 地域資源の維持管理や、 補助労働力の

提供等の分野における役割分担を明確にし て、 相互にメ リ ッ ト を享受でき ると と も に負担も 共有で

きる仕組みを作り 上げるも のと し ます。  

（ ウ） 産地体制の維持・ 強化 

    今日まで本市の農業は、 農業者と 農業団体の一体と なっ た主産地形成の取り 組みのも と に指定産

地等の指定を受け発展し てきており 、 今後と も 品目別主産地の維持強化を図っ ていく こ と が重要な

こ と から 、 農業構造の再編成を進めるに当たっ ては、 産地ごと の課題を明確化し てその改善を進め

ると と も に、 効率的経営体の育成と 併せて女性・ 高齢農業者等の生産継続も 併せて支援する体制を

整備し 、 産地と し ての生産・ 販売規模の維持拡大に向けて体質強化を図り ます。  

 

ウ 認定農業者制度の位置付け及び普及方針 

    経営改善計画の認定制度は、 国が示す「 魅力と やり 甲斐のある農業経営」 を確立し ていく ための

重要なポイ ント です。 こ の制度による認定農業者は、 農業経営者のモデルであり 、 農業を事業と し

て営も う と する農業者にと っ て牽引車的役割を担っ ています。  

こ のため、 本市においても こ の認定農業者制度を活用し 、 認定農業者を重点に事業を実施すると

と も に、 こ の制度が多く の農業者に理解さ れ協力が得ら れ、 一人でも 多く の農業者が認定農業者と

なるよう 、 あら ゆる機会をと ら えて普及推進を図り ます。   

    なお、 期間の満了を迎えるも のについては経営改善の実践結果の点検を行い、 計画の達成・ 未達

成にかかわら ず年齢等を考慮し ながら 、 再認定に向けて支援・ 誘導を行います。  

 

工 担い手への経営指導体制の整備の方向 

    農業経営改善計画の認定を受けた農業者や組織経営体、 また今後認定を受けよう と する農業者や

組織経営体に対し 、 市・ 市農業委員会・ 農業協同組合・ 農業農村支援センタ ー・ 長野市農業公社・

長野市農業再生協議会が講習会・ 研修会・ 相談会等を 開催し て技術指導や経営指導を 行う と と も

に、 認定農業者に対し て農業経営改善計画の進捗状況を認定期間の中間年に確認し 、 個別に相談や

指導するフ ォ ローアッ プを行い、 担い手が一層意欲を持っ て農業に取り 組める体制を整備し ます。  

 

（ ２ ） 部門別誘導方向 

ア 普通作物 

 米・ 麦等の土地利用型農業については、 地域の実情に応じ て利用権設定等促進事業及び農地中間

管理事業等の積極的な活用により 、 利用権の設定等の推進及び農作業の受委託の積極的な推進を図

り 、 経営規模の拡大を促進し ます。  

 また、 土地改良事業を積極的に導入し 、 ほ場の集団化と 区画化を進めると と も に、 農用地利用改

善団体等の土地利用調整活動による農地の連担化を推進し 、 効率的な作業単位の形成と 生産性の向

上を図り ます。  

 また、 こ れら と 併せて効率的経営体と 地域の多様な農家群によ る 道水路や畦畔等の管理につい
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て、 作業の合理的分担体制の整備を図り ます。  

 

イ  園芸作物 

    野菜・ 果樹・ 花き 等長野市農業生産の主体を占める園芸については、 先進技術の導入等による作

目別の産地体制の維持・ 強化を図り つつ、 ほ場の集団化と 区画化、 高収益作目の導入、 作型の分散

と 施設化、 高能率機械作業体系の確立、 委託育苗等の部分作業受委託の推進、 選別・ 調整・ 荷造り

作業の共同化、 雇用労働力の確保等の対策を 総合的に推進し 、 生産性の向上と 規模拡大を 図り ま

す。  

 

ウ～オ  略 

 

（ ３ ） 部門別経営改善のポイ ント  

   略 

 

（ ４ ） 地域別振興方向 

   長野市を北部地域（ 浅川・ 芋井・ 戸隠・ 鬼無里地区） 、 西部地域（ 小田切・ 七二会・ 信更・ 大岡・

信州新町・ 中条地区） 、 南部地域（ 篠ノ 井・ 川中島・ 更北地区） 、 南東部地域（ 松代・ 若穂地区） 、

中心市街地及び周辺平坦部地域（ 第一～第五・ 三輪・ 吉田・ 古牧・ 芹田・ 古里・ 柳原・ 大豆島・ 朝

陽・ 若槻・ 長沼・ 安茂里・ 豊野地区） の５ 地域に区分し 農業の振興を図るも のと し ます。  

 

ア 北部地域 

略 

 

イ  西部地域 

こ の地域は、 犀川を北と 南に挟んで広がる中山間地帯で傾斜地が多く 、 山林と 農地が混在し てい

ます。 犀川流域の一部に平坦地も あり 、 畑地のう ち 野菜地帯の一部は、 集団的に整備さ れている

が、 果樹園及び水田地帯は傾斜地にあり 作業効率が悪い状況です。  

小田切・ 七二会・ 信更地区では、 り んごを中心と し 果樹、 水稲、 野菜が栽培さ れています。 信更

地区の一部は、 優良な種籾の生産地帯と なっ ています。  

大岡地区は、 水稲を中心に栽培さ れ、 標高の高い山間地では冷涼な気候をいかし たリ ンド ウなど

の花きや野菜が栽培さ れています。  

信州新町・ 中条地区では、 小梅、 り んご、 柿などの果樹を 栽培し ているほか、 信州新町では水

稲、 中条では野菜・ 豆類が栽培さ れています。  

西山と いわれるこ の地域では、 品質のよい豆類がと れ、 特に大豆は「 西山大豆」 と し て知ら れて

います。  

また、 信州新町では、 羊肉（ サフ ォ ーク ） を生産し ており 、 特産品と し て振興を図っ ています。  

て、 作業の合理的分担体制の整備を図り ます。  

 

イ  園芸作物 

    野菜・ 果樹・ 花き 等本市農業生産の主体を占める園芸については、 先進技術の導入等による作目

別の産地体制の維持・ 強化を図り つつ、 ほ場の集団化と 区画化、 高収益作目の導入、 作型の分散と

施設化、 高能率機械作業体系の確立、 委託育苗等の部分作業受委託の推進、 選別・ 調整・ 荷造り 作

業の共同化、 雇用労働力の確保等の対策を総合的に推進し 、 生産性の向上と 規模拡大を図り ます。  

 

 

ウ～オ  略 

 

（ ３ ） 部門別経営改善のポイ ント  

   略 

 

（ ４ ） 地域別振興方向 

   長野市を北部地域（ 浅川・ 芋井・ 戸隠・ 鬼無里地区） 、 西部地域（ 小田切・ 七二会・ 信更・ 大岡・

信州新町・ 中条地区） 、 南部地域（ 篠ノ 井・ 川中島・ 更北地区） 、 南東部地域（ 松代・ 若穂地区） 、

中心市街地及び周辺平坦部地域（ 第一～第五・ 三輪・ 吉田・ 古牧・ 芹田・ 古里・ 柳原・ 大豆島・ 朝

陽・ 若槻・ 長沼・ 安茂里・ 豊野地区） の５ 地域に区分し 農業の振興を図るも のと し ます。  

 

ア 北部地域 

略 

 

イ  西部地域 

こ の地域は、 犀川を北と 南に挟んで広がる中山間地帯で傾斜地が多く 、 山林と 農地が混在し てい

る。 犀川流域の一部に平坦地も あり 、 畑地のう ち野菜地帯の一部は、 集団的に整備さ れているが、

果樹園及び水田地帯は傾斜地にあり 作業効率が悪い状況です。  

小田切・ 七二会・ 信更地区では、 り んごを中心と し 果樹、 水稲、 野菜が栽培さ れています。 信更

地区の一部は、 優良な種籾の生産地帯と なっ ています。  

大岡地区は、 水稲を中心に栽培さ れ、 標高の高い山間地では冷涼な気候をいかし たリ ンド ウなど

の花きや野菜が栽培さ れています。  

信州新町・ 中条地区では、 小梅、 り んご、 柿などの果樹を 栽培し ているほか、 信州新町では水

稲、 中条では野菜・ 豆類が栽培さ れています。  

西山と いわれるこ の地域では、 品質のよい豆類がと れ、 特に大豆は「 西山大豆」 と し て知ら れて

います。  

また、 信州新町では、 羊肉（ サフ ォ ーク ） を生産し ており 、 特産品と し て振興を図っ ています。  
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こ のよう な状況から 、 直売事業を中心と し た消費者に愛さ れる活力と 個性ある産地づく り の確立

を図り ます。 また、 環境と 共生し 生きがいを持っ て取り 組める農業の展開を進めます。  

農業生産基盤の整備においては、 農道の新設・ 改良整備を行う と と も に、 かんがい排水事業やた

め池等整備事業を実施し 、 生産性の向上を図り ます。  

 

ウ～オ  略 

 

こ のよう な状況から 、 直売事業を中心と し た消費者に愛さ れる活力と 個性ある産地づく り の確立

を図り ます。 また、 環境と 共生し 生きがいを持っ て取り 組める農業の展開を進めます。  

農業生産基盤の整備においては、 農道の新設・ 改良整備を行う と と も に、 かんがい排水事業やた

め池等整備事業を実施し 、 生産性の向上を図り ます。  

 

ウ～オ  略 

 

 

  



12 

 

  

新 旧 

第２  農業経営の規模、 生産方式、 経営管理の方法、 農業従事の態様等に関する営農の類型

ごと の効率的かつ安定的な農業経営の指標 

 

１ ～２   略 

 

第２  農業経営の規模、 生産方式、 経営管理の方法、 農業従事の態様等に関する営農の類型

ごと の効率的かつ安定的な農業経営の指標 

 

１ ～２   略 

 



13 

 

新 旧 

第２ の２  農業経営の規模、 生産方式、 経営管理の方法、 農業従事の態様等に関する 

営農の類型ごと の新たに農業経営を営も う と する青年等が目標と すべき農業 

経営の指標 

 

１  生産方式、 経営管理の方法及び農業従事の態様等 

（ １ ） 生産方式 

略 

 

（ ２ ） 経営管理の方法 

略 

 

（ ３ ） 農業従事の態様等 

農業従事の態様等については、 経営規模の適正化、 品種の組合せや作型の分散による合理的な労働配

分、 作物間の労働力調整と 補助労働力の確保等により 他産業並みの年間総労働時間（ 2, 000時間） の実現

を目指し ます。  

また、 農業法人等に就業し よう と する青年等の場合、 法人等就業５ 年後に、 その農業法人等の業務

の一定の役割を担い、 就業時の農業従事日数は、 年間 150 日以上と し ます。  

 

２  農業経営の指標 （ 新規就農）                     （ 単位： ａ 、 人、 千円）  

N0 営農類型 
面積 
規模 

品目構成 
労働力 年間所得 

備 考 
基幹 補助 １  人 経営体 

１  
果樹（ も も +り んご） ＋
水稲 

150a 
あかつき 20a､川中島白桃 20a､ｼ
ﾅﾉｽｲ ﾄー 20a､ふじ 20a､水稲 70a 

1. 0 1. 0 2, 500 3, 100 

水稲は、 基
幹作業の外
部委託を活
用し 、 過剰
な施設機械
を取得し な
い 

２  果樹（ り んご専作）  100a 
つがる 30a､ｼﾅﾉｽｲｰﾄ 20a､ふじ

50a 
1. 0 1. 0 2, 600 2, 900 新わい化 

３  
果樹複合 
（ り んご＋ぶどう ）  

60a 
ｼﾅﾉｽｲ ﾄー 10a､ふじ 30a､無核巨峰
10a､ﾅｶﾞ ﾉﾊﾟ ﾌーﾟ ﾙ 5a､ｼｬｲﾝﾏｽｶｯﾄ
5a 

1. 0 1. 0 2, 500 2, 900 
り んごは 
新わい化 

４  
果樹複合（ り んご ＋も
も ＋プルーン）  

100a 
つがる 20a､ｼﾅﾉｽｲｰﾄ 20a､ふじ
40a、 白鳳 10a､ﾌﾟ ﾙー ﾝ 10a 

1. 0 1. 0 2, 500 3, 000 
り んごは 
新わい化 

５  
果樹・ 野菜複合 
（ ぶど う ＋ア ス パラ ガ
ス）  

75a 
無核巨峰 30a､ﾅｶﾞ ﾉﾊ゚ ﾌーﾟ ﾙ 15a､ｼ
ｬｲﾝﾏｽｶｯﾄ 10a､ｱｽﾊﾟ ﾗｶﾞ ｽ( 半促
成) 20a 

1. 0 1. 0 2, 500 3, 200 
ｱｽﾊ゚ ﾗは 5/
中で収穫を
切り 上げる  

６  
果樹・ 野菜複合 
（ り ん ご ＋ ミ ニ ト マ
ト ）  

95a 
つがる 20a､ｼﾅﾉｽｲｰﾄ 30a､ふじ
40a､ﾐﾆﾄﾏﾄ 5a 

1. 0 1. 0 2, 600 3, 200 
り んごは 
新わい化 

７  
野 菜 （ 夏 秋 い ち ご 専

作）  
20a 夏秋ｲﾁｺﾞ ( 高設)  20a 1. 0 1. 0 2, 600 3, 300  

８  野菜複合 55a ﾄﾏﾄ( 雨よ け) 15a、  1. 0 1. 0 2, 500 3, 500  

第２ の２  農業経営の規模、 生産方式、 経営管理の方法、 農業従事者の態様等に関する 

営農の類型ごと の新たに農業経営を営も う と する青年等が目標と すべき農業 

経営の指標 

 

１  生産方式、 経営管理の方法及び農業従事の態様等 

（ １ ） 生産方式 

略 

 

（ ２ ） 経営管理の方法 

略 

 

（ ３ ） 農業従事の態様等 

農業従事の態様等については、 経営規模の適正化、 品種の組合せや作型の分散による合理的な労働配

分、 作物間の労働力調整と 補助労働力の確保等により 他産業並みの労働時間年間総労働時間（ 2, 000時

間） の実現を目指し ます。  

また、 農業法人等に就業し よう と する青年等の場合、 法人等就業５ 年後に、 その農業法人等の業務の

一定の役割を担い、 就業時の農業従事日数は、 年間 150 日以上と し ます。  

 

２  農業経営の指標 （ 新規就農）                     （ 単位： ａ 、 人、 千円）  

N0 営農類型 
面積 
規模 

品目構成 
労働力 年間所得 

備 考 
基幹 補助 １  人 経営体 

１  
果樹（ も も +り んご） ＋
水稲 

150a 
あかつき 20a､川中島白桃 20a､ｼ
ﾅﾉｽｲ ﾄー 20a､ふじ 20a､水稲 70a 

1. 0 1. 0 2, 500 3, 100 

水稲は、 基
幹作業の外
部委託を 活
用し 、 過剰
な施設機械
を 取得し な
い 

２  果樹（ り んご専作）  100a 
つがる 30a､ｼﾅﾉｽｲ ﾄー 20a､ふじ

50a 
1. 0 1. 0 2, 600 2, 900 新わい化 

３  
果樹複合 
（ り んご＋ぶどう ）  

60a 
ｼﾅﾉｽｲ ﾄー 10a､ふじ 30a､無核巨峰
10a､ﾅｶﾞ ﾉﾊﾟ ｰﾌﾟ ﾙ 5a､ｼｬｲﾝﾏｽｶｯﾄ
5a 

1. 0 1. 0 2, 500 2, 900 
り んごは 
新わい化 

４  
果樹複合（ り んご ＋も
も ＋プルーン）  

100a 
つがる 20a､ｼﾅﾉｽｲ ﾄー 20a､ふじ
40a、 白鳳 10a､ﾌﾟ ﾙー ﾝ 10a 

1. 0 1. 0 2, 500 3, 000 
り んごは 
新わい化 

５  
果樹・ 野菜複合 
（ ぶど う ＋ア ス パラ ガ
ス）  

75a 
無核巨峰 30a､ﾅｶﾞ ﾉﾊ゚ ﾌーﾟ ﾙ 15a､ｼ
ｬｲﾝﾏｽｶｯﾄ 10a､ｱｽﾊﾟ ﾗｶﾞ ｽ( 半促
成) 20a 

1. 0 1. 0 2, 500 3, 200 
ｱｽﾊ゚ ﾗは 5/
中で収穫を
切り 上げる 

６  
果樹・ 野菜複合 
（ り ん ご ＋ ミ ニ ト マ
ト ）  

95a 
つがる 20a､ｼﾅﾉｽｲ ﾄー 30a､ふじ
40a､ﾐﾆﾄﾏﾄ 5a 

1. 0 1. 0 2, 600 3, 200 
り んごは 
新わい化 

７  
野 菜 （ 夏 秋 い ち ご 専

作）  
20a 夏秋ｲﾁｺﾞ ( 高設)  20a 1. 0 1. 0 2, 600 3, 300  

８  野菜複合 55a ﾄﾏﾄ( 雨よけ) 15a、  1. 0 1. 0 2, 500 3, 500  
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( ト マト ＋き ゅ う り )  ｷｭｳﾘ( 半促成 20a→抑制 20a)  

９  花き ( き く 施設＋露地)  55a 
施設( 7･8 月出荷 15a、 9･10 月出
荷 15a) 、 露地( 9 月出荷 25a)  

1. 0 1. 0 2, 500 3, 700  

 

 

新
規
参
入
者
・
親
と
は
別
部
門
を
開
始
す
る
者
の
誘
導
方
向 

新規参入者・ 親と は別部門を開始する 者に対し ては下記の事項を 誘導する こ と を 基本と し 、 必要によ り 各機関が連

携し て支援を 実施するよ う 努めます。  

 

１  施設・ 機械投資の低減 

・ 新規参入者の場合は、 作業スペースや農機具保管場所のある空き 農家住宅等を 確保し ます。  

・ やむを得ず、 作業場や農機具庫を新設する場合は、 パイ プハウス等の活用によ り 初期投資を 低減し ます。  

・ 施設園芸のハウス等は、 遊休ハウスの確保、 中古部材の購入、 自力施工等によ り 設置費用低減を 図り ます。  

・ 新規に果樹を 志向する 場合は、 経営撤退者等から 成園地が借用でき るよ う 努めます。  

・ 新規に畜産を 志向する 場合は、 経営撤退者から の施設・ 機械・ 家畜を 含めた譲り 受け形式が望まし いです。  

・ 中古農機具、 中古車両の積極的な活用により 投資額の低減に努めます。  

・ 融資によ り 施設機械等を 取得する場合には、 堅実な経営計画及び資金繰り 計画を樹立し 、 過剰な借入と  

なら ないよ う 配慮し ます。  

 

２  経営管理及び生産方式 

経営発展の方向性や生産方式は、 第１  ４ （ ２ ） 及び第２  ２ に準ずるが、 就農前の研修等で修得し た基本技

術に基づき 、 適期適作業の確実な実行によ り 生産量や品質の確保が図れる よ う 指導し ます。  

注１ ）  本指標は、 長野県農業経営指標を 参考にし た。  

 

 

( ト マト ＋き ゅ う り )  ｷｭｳﾘ( 半促成 20a→抑制 20a)  

９  花き ( き く 施設＋露地)  55a 
施設( 7･8 月出荷 15a、 9･10 月出
荷 15a) 、 露地( 9 月出荷 25a)  

1. 0 1. 0 2, 500 3, 700  
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新規参入者・ 親と は別部門を 開始する 者に対し ては下記の事項を 誘導する こ と を 基本と し 、 必要によ り 各機関が連

携し て支援を実施する よう 努めます。  

 

１  施設・ 機械投資の低減 

・ 新規参入者の場合は、 作業スペースや農機具保管場所のある空き 農家住宅等を 確保し ます。  

・ やむを 得ず、 作業場や農機具庫を 新設する 場合は、 パイ プハウス等の活用によ り 初期投資を 低減し ます。  

・ 施設園芸のハウス等は、 遊休ハウスの確保、 中古部材の購入、 自力施工等によ り 設置費用低減を図り ます。  

・ 新規に果樹を 志向する場合は、 経営撤退者等から 成園地が借用でき るよ う 努めます。  

・ 新規に畜産を 志向する場合は、 経営撤退者から の施設・ 機械・ 家畜を含めた譲り 受け形式が望まし いです。  

・ 中古農機具、 中古車両の積極的な活用によ り 投資額の低減に努めます。  

・ 融資によ り 施設機械等を 取得する場合には、 堅実な経営計画及び資金繰り 計画を 樹立し 、 過剰な借入と  

なら ないよう 配慮し ます。  

 

２  経営管理及び生産方式 

経営発展の方向性や生産方式は、 第１ の４ の（ ２ ） 及び第２ の３ に準ずるが、 就農前の研修等で修得し た基本

技術に基づき 、 適期適作業の確実な実行によ り 生産量や品質の確保が図れる よ う 指導し ます。  

注１ ）  本指標は、 長野県農業経営指標を 参考にし た。  
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第３  農業を担う 者の確保及び育成に関する事項 

 

１  農業を担う 者の確保及び育成の考え方 

  長野市内の農地及び農業生産力を将来にわたっ て維持し ていく ため、 長野市は、 生産方式の高度化や

経営管理の複雑化に対応し た高い技術を有する人材の確保・ 育成に取り 組みます。  

  農業を 担う 人材を確保するため、 新たに農業経営を営も う と する青年等をはじ め親元就農者や定年帰

農者、 法人や他の仕事と と も に農業に従事する者等、 多様な人材の積極的な誘致に努めます。 さ ら に、

こ れら の者が農業に就業すると と も に地域に定着し 活躍でき るよう 、 必要な情報の提供、 受入体制の整

備、 研修等の支援を行います。  

  人材の育成については、 認定農業者制度、 認定新規就農者制度及びそれら の認定を受けた者に対する

各種支援制度を 活用すると と も に、 農業農村支援センタ ー、 農業協同組合等と 連携し た研修・ 指導や相

談対応等に取り 組みます。  

 

２  市が主体的に行う 取組 

  長野市は、 充実し た就農関連情報の発信や農業体験者の受入等を通じ て、 市内外から の就農等希望者

誘致に積極的に取り 組みます。  

  新たに農業経営を始めよう と する青年等には本構想に基づく 青年等就農計画の作成を促し 、 青年等就

農資金、 経営体育成支援事業等の国の支援策や市の新規就農関連事業を効果的に活用し ながら 、 確実な

定着と 経営改善に導きます。  

目標年度に青年等就農計画の達成が見込まれる者については引き続き 認定農業者への誘導を行い、 さ

ら なる経営発展を支援し ます。  

  新規就農者等へは、 農業委員会や農業農村支援センタ ーと 連携し ながら 段階に応じ たきめ細やかな研

修やフ ォ ローアッ プを行い、 農業経営の安定に向けた強力なサポート を行います。  

 

３  関係機関と の連携・ 役割分担 

（ １ ） 市 

  ア 農業政策課 

    就農相談の窓口と し て、 就農等希望者に対する情報提供と 就農相談を実施し ます。 また、 認定新

規就農者制度に該当する者に対し ては制度の紹介、 青年等就農計画の作成支援及び認定を受けた者

に対する各種制度の活用支援を行います。  

 

  イ  農業委員会 

    新規参入希望者から の相談受付、 農用地等に関する情報提供、 現地調査等を行います。  

 

  ウ 農業研修センタ ー 

    研修コ ースや講座の実施により 、 定年帰農者等多様な担い手に対し て農業技術の習得支援を行い

  新 
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ます。  

 

（ ２ ） 農地中間管理機構・ 長野市農業公社 

   新規就農者への農用地の利用集積を進めます。  

 

（ ３ ） 農業協同組合 

   生産流通に関する 総合的な機能を 発揮し 、 青年農業者等の営農に係る 総合的な支援を 行う と と も

に、 農業制度資金の貸付窓口の役割を果たし ます。  

 

（ ４ ） 農業農村支援センタ ー 

   農業経営・ 就農支援センタ ーのサテラ イ ト 窓口と し て、 農業を担う 者の確保・ 育成を図るための情 

報発信、 農業経営改善にかかる啓発活動等を行います。  

 

４  就農等希望者のマッ チング及び農業を担う 者の確保・ 育成のための情報収集・ 相互提供 

  長野市は、 ホームページでの発信に加え、 区域内における作付け品目ごと の就農受入体制、 研修内

容、 就農後の生活や収入のイ メ ージ等、 就農等希望者が必要と する情報を整理し 、 長野県が運営する就

農支援ポータ ルサイト 「 デジタ ル農活信州」 を通じ て常時発信し ます。  

  また、 農業経営・ 就農支援センタ ーと 連携し 、 就農希望者に向けた対面や Web による就農相談会の開

催、 農業体験の受入れ等を実施し ます。  
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第４  効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標その

他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する事項 

 

１  効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

第２ に掲げるこ れら の効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目

標を 将来の地域における 農用地の利用に占める 面積のシェ ア及び面的集積についての目標と し て示す

と 、 概ね次に掲げる程度になり ます。  

 

地域名 
効率的かつ安定的な農業経営が地域における 農用

地の利用に占める面積のシェ アの目標 
備考 

平坦地 ５ ０ ％ 
 

中山間地 ３ ５ ％ 
 

 

中核的経営体の生産性の向上、 経営の効率化や規模拡大を図るためには、 面的にまと まっ た形での農 

用地の利用を確保するこ と が重要です。  

こ のため、 関係機関の連携と 役割分担による農用地の利用調整機能の充実・ 強化を図り 、 利用権設定 

等促進事業及び農地中間管理事業等による農用地の面的集積の促進に努めるも のと し ます。  

 

（ 注） １  効率的かつ安定的な農業経営が地域の農用地に占める面積には、 基幹的農作業（ 水稲については耕起・ 代かき 、 田植え、 収穫、

その他の作目については耕起、 播種、 収穫及びこ れら に準ずる作業） を３ 作業以上実施し ている農作業受託の面積を含む。  

２  目標年次は令和１ ０ 年度と する。  

 

 

２  その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する事項  

（ １ ） 農用地の利用状況及び営農活動の実態等の現状 

略 

 

（ ２ ） 今後の農地利用等の見通し 及び将来の農地利用のビジョ ン 

今後は更に農業従事者の高齢化が進んでいく こ と が予想さ れ、 こ のままでは担い手が受けきれない

農地が出てく るこ と が予想さ れます。  

こ のため、 担い手の育成に加え、 農業委員会・ 長野市農業公社・ 農業協同組合・ 農業農村支援セン

タ ー・ 土地改良区・ 長野市等の関係機関が連携し た地域計画の策定により 、 団地面積の増加及び担い

手への農用地集積を促進し ます。  

第３  効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標その

他農用地の利用関係の改善に関する事項 

 

１  効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

上記第２ に掲げるこ れら の効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する

目標を 将来の地域における 農用地の利用に占める面積のシェ ア及び面的集積についての目標と し て示す

と 、 概ね次に掲げる程度になり ます。  

 

（ １ ） 効率的かつ安定的な農業経営が地域における農用地の利用に占める面積のシェ アの目標 

地域名 
効率的かつ安定的な農業経営が地域における 農用

地の利用に占める面積のシェ アの目標 
備考 

平坦地 ５ ０ ％ 
 

中山間地 ３ ５ ％ 
 

 

効率的経営体の生産性の向上、 経営の効率化や規模拡大を図るためには、 面的にまと まっ た形での

農用地の利用を確保するこ と が重要です。  

こ のため、 関係機関の連携と 役割分担による農用地の利用調整機能の充実・ 強化を図り 、 利用権設

定等促進事業及び農地中間管理事業等による農用地の面的集積の促進に努めるも のと し ます。  

 

（ 注） １  効率的かつ安定的な農業経営が地域の農用地に占める面積には、 基幹的農作業（ 水稲については耕起・ 代かき 、 田植え、 収穫、

その他の作目については耕起、 播種、 収穫及びこ れら に準ずる作業） を ３ 作業以上実施し ている農作業受託の面積を含む。  

２  目標年次は令和１ ０ 年度と する。  

 

２  農用地の利用関係の改善に関する事項  

（ １ ）  農用地の利用状況及び営農活動の実態等の現状 

略 

 

（ ２ ）  今後の農地利用等の見通し 及び将来の農地利用のビジョ ン 

今後は更に農業従事者の高齢化が進んでいく こ と が予想さ れ、 こ のままでは担い手が受けきれない

農地が出てく るこ と が予想さ れます。  

こ のため、 担い手育成及び、 各地区の「 人・ 農地プラ ン」 等に基づき 、 担い手経営体（ 中心経営

体） への農地集積・ 集約を促進し ます。  

地域ごと の農用地の利用の改善については、 次により 進めるこ と と し ます。  
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地域ごと の農用地の利用の改善については、 次により 進めるこ と と し ます。  

 

ア 略 

 

イ  略 

 

（ ３ ） 関係団体等と の連携体制 

農用地の利用の集積に関する目標等を達成するため、 関係機関及び関係団体が有する農地の情報の

共有化に努める と と も に、 関係機関・ 団体相互の連携と 役割分担のも と で、 地域の農用地の利用集積

の対象者を明確化し 、 地域の地理的自然的条件、 営農類型の特性、 農地の保有及び利用状況並びに農

業者の意向を踏まえて、 農地の利用集積の取組を促進し ます。  

その際、 長野市は、 関係機関及び関係団体と と も に、 こ う し た取組が効果的かつ計画的に展開さ れ

るよう 、 地域の関係者の合意形成を図り つつ、 毎年度の利用集積の状況等を把握・ 検証し 、 必要に応

じ て改善を図る措置を講じ ます。  

また、 農用地の利用集積を 適切かつ効率的に進める観点から 、 関係機関が連携し て、 利用集積対象

者の間の協議・ 調整や情報の共有化、 支援施策の円滑な実施等を図り ます。  

 

 

 

ア 略 

 

イ  略 

 

（ ３ ） 関係団体等と の連携体制 

農用地の利用の集積に関する目標等を達成するため、 関係機関及び関係団体が有する 農地の情報の

共有化に努める と と も に、 長野市農業再生協議会を活用し 、 関係機関・ 団体相互の連携と 役割分担の

も と で、 地域の農用地の利用集積の対象者を明確化し 、 地域の地理的自然的条件、 営農類型の特性、

農地の保有及び利用状況並びに農業者の意向を踏まえて、 効率的かつ安定的な農業経営への農地の利

用集積の取組みを促進し ます。  

その際、 長野市は、 関係機関及び関係団体と と も に、 こ う し た取組みが効果的かつ計画的に展開さ

れるよう 、 地域の関係者の合意形成を図り つつ、 毎年度の利用集積の状況等を把握・ 検証し 、 必要に

応じ て改善を図る措置を講じ ます。  

また、 農用地の利用集積を適切かつ効率的に進める観点から 、 利用集積対象者の間の協議・ 調整や

情報の共有化、 支援施策の円滑な実施等を図るため、 長野市農業再生協議会において関係機関が連携

し て、 利用集積対象者の間の協議・ 調整や情報の共有化、 支援施策の円滑な実施等を図り ます。  
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第５  農業経営基盤強化促進事業に関する事項 

 

 長野市は、 長野県が策定し た基本方針の第５ 「 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事

項」 の農業経営基盤強化促進事業の推進方針に定めら れた方向に即し つつ、 長野市農業の地域特性、 即

ち、 複合経営を中心と し た多様な農業生産の展開や兼業化の著し い進行などの特徴を十分踏まえて、 以下

の方針に沿っ て農業経営基盤強化促進事業に積極的に取り 組みます。  

 長野市は、 農業経営基盤強化を促進する措置と し て、 次に掲げる事業を行います。  

  ・ 法第 18 条第１ 項の協議の場の設置、 第 19 条第１ 項に規定する地域計画の策定その他第４ 条第３ 項

第１ 号に掲げる事業 

  ・ 農用地利用改善事業の実施を促進する事業 

  ・ 農業協同組合・ 長野市農業公社が行う 農作業の委託のあっ せんの促進その他の委託を受けて行う 農

作業の実施を促進する事業 

  ・ 利用権設定等促進事業 

  ・ 農地中間管理事業の実施を促進する事業 

・ 農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の養成及び確保を促進する事業 

  ・ その他農業経営基盤の強化を促進するために必要な事業 

こ れら の各事業については、 各地域の特性を 踏まえてそれぞれの地域で重点的に実施する も のと し ま

す。  

 

ア 略 

 

 イ  略 

 

以下、 各個別事業ごと に述べます。  

 

１  法第 18 条第１ 項の協議の場の設置の方法、 第 19 条第１ 項に規定する地域計画の区域の基準その他第

４ 条第３ 項第１ 号に掲げる事業に関する事項 

（ １ ） 法第 18 条第１ 項の協議の場の設置 

  ア 協議の場の開催時期及び情報提供の方法 

    協議の場の設置にあたっ ては幅広い農業者の参画を図るため、 地域計画を策定する区域ごと に、

当該区域における基幹作物の農繁期を除いて設定するこ と と し ます。  

開催にあたっ ては、 地区回覧や長野市ホームページ等に加え、 関係機関による周知を図り ます。  

     

  イ  参加者 

    協議の場への参加者は農業者、 農業委員会、 長野市農業公社、 農業協同組合、 農業農村支援セン

タ ー、 土地改良区、 長野市及びその他関係者と し ます。  

第４  農業経営基盤強化促進事業に関する事項 

 

 長野市は、 長野県が策定し た「 農業経営基盤強化促進基本方針」 の第４ 「 効率的かつ安定的な農業経営

を育成するために必要な事項」 の農業経営基盤強化促進事業の推進方針に定めら れた方向に即し つつ、 長

野市農業の地域特性、 即ち、 複合経営を中心と し た多様な農業生産の展開や兼業化の著し い進行などの特

徴を十分踏まえて、 以下の方針に沿っ て農業経営基盤強化促進事業に積極的に取り 組みます。  

 長野市は、 農業経営基盤強化を促進する措置と し て、 次に掲げる事業を行います。  

  ・ 利用権設定等促進事業 

  ・ 農地中間管理事業の実施を促進する事業 

  ・ 農地利用集積円滑化事業に関する事項 

  ・ 農用地利用改善事業の実施を促進する事業 

  ・ 農業協同組合・ 長野市農業公社が行う 農作業の委託のあっ せんの促進その他の委託を受けて行う 農

作業の実施の促進に関する事項 

・ 農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の養成及び確保を促進する事業 

  ・ その他農業経営基盤の強化を促進するために必要な事業 

こ れら の各事業については、 各地域の特性を 踏まえてそれぞれの地域で重点的に実施する も のと し ま

す。  

 

 

ア 略 

 

  イ  略 

 

以下、 各個別事業ごと に述べます。  

 

新 
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  ウ 協議すべき事項 

    協議の場においては、 当該区域の実情を踏まえて次に掲げる事項を協議するも のと し ます。  

     ・ 当該地区における農業の将来のあり 方 

     ・ 農業上の利用が行われる農用地等の区域 

     ・ その他農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項 

    なお、 長野市は、 地域の中心と なる農用地の出し 手及び受け手の意向が反映さ れるよう 、 調整を

行います。  

 

  エ 相談窓口の設置 

    協議の場への参加者等から 協議事項に係る問い合わせへの対応を行う ための窓口を、 長野市農業

政策課に設置し ます。  

 

（ ２ ） 法第 19 条第１ 項に規定する地域計画の区域の基準 

   農業上の利用が行われる農用地等の区域の判断基準は、 こ れまで人・ 農地プラ ンの実質化が行われ

ている区域をも と に、 農業振興地域内の農用地が含まれるよう に設定するこ と と し ます。  

 

（ ３ ） その他法第４ 条第３ 項第１ 号に掲げる事業 

   長野市は、 地域計画の策定にあたっ て、 農業委員会・ 長野市農業公社・ 農業協同組合・ 農業農村支

援センタ ー・ 土地改良区その他の関係団体と 連携し ながら 、 協議の場の設置から 地域計画の公表に至

るまで適切な進捗管理を行います。  

また策定後は、 地域計画に基づいて利用権の設定等が行われているか、 進捗管理を毎年実施するも

のと し ます。  

 

２  農用地利用改善事業の実施の単位と し て適当であると 認めら れる区域の基準その他農用地利用改善

事業の実施の基準に関する事項 

（ １ ） ～（ ４ ）   略 

 

（ ５ ） 農用地利用規程の認定 

ア （ ２ ） に規定する区域をその地区と する地域関係農業者等の組織する団体で、 定款又は規約及び

構成員につき 法第 23 条第１ 項に規定する要件を備えるも のは、 農業経営基盤強化促進法の基本要

綱（ 平成 24 年５ 月 31 日付け 24 経営第 564 号農林水産省経営局長通知。 以下「 基本要綱」 と い

う 。 ） 様式第４ 号の認定申請書を長野市に提出し て、 農用地利用規程について長野市の認定を 受け

るこ と ができるも のと し ます。  

   

イ ～エ  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ４ から 移動）  

 

（ １ ） ～（ ４ ）   略 

 

（ ５ ） 農用地利用規程の認定 

ア （ ２ ） に規定する区域をその地区と する地域関係農業者等の組織する団体で、 定款又は規約及び

構成員につき 法第 23 条第１ 項に規定する要件を備えるも のは、 基本要綱様式第４ 号の認定申請書

を長野市に提出し て、 農用地利用規程について長野市の認定を受けるこ と ができるも のと し ます。  

   

 

 

イ ～エ  略 



21 

 

新 旧 

 

（ ６ ） 特定農業法人又は特定農業団体を定める農用地利用規程の認定 

ア （ ５ ） のアに規定する団体は、 農用地の保有及び利用の現況及び将来の見通し 等から みて農用地

利用改善事業が円滑に実施さ れないと 認めると き は、 当該団体の地区内の農用地の相当部分につい

て農業上の利用を行う 効率的かつ安定的な農業経営を育成すると いう 観点から 、 当該団体の構成員

から その所有する農用地について利用権の設定等又は農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を

行う 農業経営を 営む法人（ 以下「 特定農業法人」 と いう 。 ） 又は当該団体の構成員から その所有す

る農用地について農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を行う 団体（ 農業を営む法人を除き、

農業経営を営む法人と なるこ と が確実であると 見込まれるこ と 、 定款又は規約を有し ているこ と な

ど農業経営基盤強化促進法施行令（ 昭和 55 年政令第 219 号） 第 11 条に掲げる要件に該当するも の

に限る。 以下「 特定農業団体」 と いう 。 ） を、 当該特定農業法人又は特定農業団体の同意を得て、

農用地利用規程において定めるこ と ができ るも のと し ます。  

 

イ ～エ  略 

 

（ ７ ） 農用地利用改善団体の勧奨等 

   略 

 

（ ８ ） 農用地利用改善事業の指導、 援助 

ア 長野市は、 認定団体が農用地利用改善事業を 円滑に実施でき る よう 必要な指導、 援助に努めま

す。  

 

イ  長野市は、 （ ５ ） のアに規定する団体又は当該団体になろう と するも のが農用地利用改善事業の

実施に関し 、 農業農村支援センタ ー、 農業委員会、 農業協同組合、 農地中間管理機構（ ( 公財) 長野

県農業開発公社） 、 長野市農業公社等の指導、 助言を求めてき たと き は、 こ れら の機関・ 団体が一

体と なっ て総合的･重点的な支援・ 協力が行なわれるよう に努めます。  

 

 

３  農業協同組合・ 長野市農業公社が行う 農作業の委託のあっ せんの促進その他の委託を受けて行う 農作

業の実施の促進に関する事項 

（ １ ） 農作業の受委託の推進 

 略 

 

（ ２ ） 農業協同組合・ 長野市農業公社による農作業の受委託のあっ せん等 

略 

 

 

（ ６ ） 特定農業法人又は特定農業団体を定める農用地利用規程の認定 

ア （ ５ ） のアに規定する団体は、 農用地の保有及び利用の現況及び将来の見通し 等から みて農用地

利用改善事業が円滑に実施さ れないと 認めると き は、 当該団体の地区内の農用地の相当部分につい

て農業上の利用を行う 効率的かつ安定的な農業経営を育成すると いう 観点から 、 当該団体の構成員

から その所有する農用地について利用権の設定等又は農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を

行う 農業経営を 営む法人（ 以下「 特定農業法人」 と いう 。 ） 又は当該団体の構成員から その所有す

る農用地について農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を行う 団体（ 農業を営む法人を除き、

農業経営を営む法人と なるこ と が確実であると 見込まれるこ と 、 定款又は規約を有し ているこ と な

ど農業経営基盤強化促進法施行令（ 昭和 55 年政令第 219 号） 第８ 条に掲げる要件に該当するも の

に限る。 以下「 特定農業団体」 と いう 。 ） を、 当該特定農業法人又は特定農業団体の同意を得て、

農用地利用規程において定めるこ と ができるも のと し ます。  

 

イ ～エ  略 

 

（ ７ ） 農用地利用改善団体の勧奨等 

 略 

 

（ ８ ） 農用地利用改善事業の指導、 援助 

ア 長野市は、 認定団体が農用地利用改善事業を 円滑に実施でき る よう 必要な指導、 援助に努めま

す。  

 

イ  長野市は、 （ ５ ） のアに規定する団体又は当該団体になろう と するも のが農用地利用改善事業の

実施に関し 、 農業農村支援センタ ー、 農業委員会、 農業協同組合、 農地中間管理機構（ ( 公財) 長野

県農業開発公社） 、 長野市農業公社等の指導、 助言を求めてきたと き は、 長野市農業再生協議会と

の連携を 図り つつ、 こ れら の機関・ 団体が一体と なっ て総合的･重点的な支援・ 協力が行なわれる

よう に努めます。  

 

（ ５ から 移動）  

 

（ １ ） 農作業の受委託の促進 

 略 

 

（ ２ ） 農業協同組合・ 長野市農業公社による農作業の受委託のあっ せん等 

略 
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４  利用権設定等促進事業に関する事項 

  利用権設定等促進事業については、 法の改正により 、 農地中間管理事業と の統合が進めら れるこ と に

なり まし た。 長野市農業公社、 農地中間管理機構及び長野市は円滑な統合に向け調整を進めると と も

に、 統合までの移行期間中は、 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（ 令和４ 年法律第 56

号） 附則及び以下の項目に沿っ て、 適切な運用を図るも のと し ます。  

 

（ １ ） 利用権の設定等を受ける者の備えるべき 要件 

ア 略 

 

イ  農用地について所有権、 地上権、 永小作権、 質権、 賃借権、 使用貸借による権利又はその他の使

用及び収益を目的と する権利を有する者が利用権設定等促進事業の実施により 利用権の設定等を行

う 場合において、 当該者が前項の（ ア） の a 及び b に掲げる要件（ 農地所有適格法人にあっ ては、

a に掲げる要件） を 備えていると き は、 前項の規定にかかわら ず、 その者は、 概ね利用権の設定等

を行う 農用地の面積の合計の範囲内で利用権の設定等を受けるこ と ができるも のと し ます。  

 

 

ウ～カ   略 

 

（ ２ ） 利用権の設定等の内容 

略 

 

（ ３ ） 開発を伴う 場合の処置 

ア 長野市は、 開発し て農用地又は農業施設用地と するこ と が適当な土地についての利用権の設定等

を 内容と する農用地利用集積計画の作成に当たっ ては、 その利用権の設定等を受ける者（ 地方公共

団体及び農地中間管理機構を除く ） から 、 基本要綱様式第７ 号に定める様式による開発事業計画を

提出さ せます。  

 

 

イ  略 

 

（ ４ ） ～（ 14）  略 

 

５  農地中間管理事業の実施の促進に関する事項 

  略 

 

 

１  利用権設定等促進事業に関する事項 

  新 

 

 

 

 

（ １ ） 利用権の設定等を受ける者の備えるべき要件 

ア 略 

 

イ  農用地について所有権、 地上権、 永小作権、 質権、 賃借権、 使用貸借による権利又はその他の

使用及び収益を目的と する権利を有する者が利用権設定等促進事業の実施により 利用権の設定等

を行う 場合において、 当該者が前項のアの a 及び b に掲げる要件（ 農地所有適格法人にあっ て

は、 a に掲げる要件） のすべてを備えていると きは、 前項の規定にかかわら ず、 その者は、 概ね

利用権の設定等を行う 農用地の面積の合計の範囲内で利用権の設定等を受けるこ と ができ るも の

と し ます。  

 

ウ～カ   略 

 

（ ２ ） 利用権の設定等の内容 

 略 

 

（ ３ ） 開発を伴う 場合の処置 

ア 長野市は、 開発し て農用地又は農業施設用地と するこ と が適当な土地についての利用権の設定

等を内容と する農用地利用集積計画の作成に当たっ ては、 その利用権の設定等を受ける者（ 地方

公共団体及び農地中間管理機構を 除く ） から 「 農業経営基盤強化促進法の基本要綱」 ( 平成２ ４

年５ 月３ １ 日付け２ ４ 経営第 564 号農林水産省経営局長通知。 以下「 基本要綱」 と いう 。 ) 様式

第７ 号に定める様式による開発事業計画を提出さ せます。  

 

イ  略 

 

（ ４ ） ～( 14)   略 

 

２  農地中間管理事業の実施の促進に関する事項 

  略 

 

３  農地利用集積円滑化事業に関する事項 
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６  農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の養成及び確保の促進に関する事項 

略 

 

７  その他農業経営基盤強化促進事業の実施に関し 必要な事項 

（ １ ） 農業経営基盤の強化を促進するために必要なその他の関連施策と の連携 

長野市は、 １ から ５ までに掲げた事項の推進に当たっ ては、 農業経営基盤の強化の促進に必要な、

以下の関連施策と の連携に配慮するも のと し ます。  

 

ア 長野市は、 県営農地中間管理機構関連農地整備事業綿内東町地区（ 令和元年度～令和５ 年度） 、

県営畑地帯総合土地改良事業川田長原地区（ 平成 30 年度～令和７ 年度） 等による農業生産基盤整

備の促進を通じ て、 生産性を向上さ せると と も に、 担い手に農地の集積・ 集約化を推進し 、 効率的

かつ安定的な農業経営をめざす者が経営発展を図っ ていく う えでの条件整備を図り ます。  

 

イ  略 

 

ウ 略 

 

（ ２ ） 推進体制等 

ア 事業推進体制等 

    長野市は、 農業委員会、 農業農村支援センタ ー、 農業協同組合、 土地改良区、 農用地利用改善団

体、 長野市農業公社その他の関係団体と 連携し つつ、 農業経営基盤強化の促進方策に検討すると と

も に、 今後 10 年にわたり 、 第１ 、 第４ で掲げた目標や第２ の指標で示さ れる効率的かつ安定的な

経営の育成に資するための実現方策等について、 研究・ 検討を行う も のと し ます。  

    また、 当面行う べき対応を各関係機関・ 団体別に明確化し 、 関係者が一体と なっ て合意の下に効

率的かつ安定的な経営の育成及びこ れら への農用地利用の集積を強力に推進し ます。  

 

削除 

 

４  農用地利用改善事業の実施の単位と し て適当であると 認めら れる区域の基準その他農用地利用改善事

業の実施の基準に関する事項 

２ へ移動 

 

５  農業協同組合・ 長野市農業公社が行う 農作業の委託のあっ せんの促進その他の委託を受けて行なう 農

作業の実施の促進に関する事項 

  ３ へ移動 

 

６  農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の養成及び確保の促進に関する事項 

  略 

 

７  その他農業経営基盤強化促進事業の実施に関し 必要な事項 

（ １ ） 農業経営基盤の強化を促進するために必要なその他の関連施策と の連携 

長野市は、 １ から ５ までに掲げた事項の推進に当たっ ては、 農業経営基盤の強化の促進に必要な、

以下の関連施策と の連携に配慮するも のと し ます。  

ア 長野市は、 県営農地中間管理機構関連農地整備事業綿内東町地区（ 令和元年度～令和５ 年度） 、

県営畑地帯総合土地改良事業川田長原地区（ 平成 30 年度～令和４ 年度） 等による 農業生産基盤整

備の促進を通じ て、 生産性を向上さ せると と も に、 担い手に農地の集積・ 集約化を推進し 、 効率的

かつ安定的な農業経営をめざす者が経営発展を図っ ていく う えでの条件整備を図り ます。  

 

イ  略 

 

ウ 略 

 

 

（ ２ ） 推進体制等 

  ア 事業推進体制等 

    長野市は、 農業委員会、 農業農村支援センタ ー、 農業協同組合、 土地改良区、 農用地利用改善団

体、 長野市農業公社その他の関係団体と 連携し つつ、 農業経営基盤強化の促進方策に検討すると と

も に、 今後 10 年にわたり 、 第１ 、 第３ で掲げた目標や第２ の指標で示さ れる効率的かつ安定的な

経営の育成に資するための実現方策等について、 研究・ 検討を行う も のと し ます。  

    また、 当面行う べき対応を各関係機関・ 団体別に明確化し 、 関係者が一体と なっ て合意の下に効

率的かつ安定的な経営の育成及びこ れら への農用地利用の集積を強力に推進する。  
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イ  農業委員会等の協力 

農業委員会、 農業協同組合、 土地改良区及び長野市農業公社は、 農業経営基盤強化の円滑な実施

に資するこ と と なる よう 相互に連携を図り ながら 協力するよう に努めるも のと し 、 長野市は、 こ の

よう な協力の推進に配慮し ます。  

 

イ  農業委員会等の協力 

農業委員会、 農業協同組合、 土地改良区及び長野市農業公社は、 農業経営基盤強化の円滑な実施

に資するこ と と なるよう 、 長野市農業再生協議会のも と で相互に連携を図り ながら 協力するよう に

努めるも のと し 、 長野市は、 こ のよう な協力の推進に配慮し ます。  
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第６  その他 

 

こ の基本構想に定めるも ののほか、 農業経営基盤強化促進事業の実施に関し 必要な事項については、 別

に定めるも のと し ます。  

 

附 則 

こ の基本構想は、 平成７ 年３ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想の第５ は、 平成 10 年７ 月 17 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想の第５ は、 平成 11 年２ 月８ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 14 年４ 月 12 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 17 年７ 月５ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 18 年５ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 18 年８ 月 31 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 19 年８ 月 15 日から 施行する。  

   附 則 

こ の基本構想は、 平成 22 年６ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 26 年９ 月 30 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 令和２ 年９ 月 14 日から 施行する。  

   附 則 

 こ の基本構想は、 令和５ 年９ 月○日から 施行する。  

 

第５  その他 

 

こ の基本構想に定めるも ののほか、 農業経営基盤強化促進事業の実施に関し 必要な事項については、 別

に定めるも のと し ます。  

 

附 則 

こ の基本構想は、 平成７ 年３ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想の第５ は、 平成 10 年７ 月 17 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想の第５ は、 平成 11 年２ 月８ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 14 年４ 月 12 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 17 年７ 月５ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 18 年５ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 18 年８ 月 31 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 19 年８ 月 15 日から 施行する。  

   附 則 

こ の基本構想は、 平成 22 年６ 月１ 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 平成 26 年９ 月 30 日から 施行する。  

附 則 

こ の基本構想は、 令和２ 年９ 月 14 日から 施行する。  
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別紙１ （ 第５ の４ （ １ ） カ 関係）  

略 

別紙１ （ 第４ の１ （ １ ） カ 関係）  

略 
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別紙２ （ 第５ の４ （ ２ ） 関係）  

Ⅰ 農用地（ 開発し て農用地と する こ と が適当な土地を 含む。 ） と し て利用する ための利用権（ 農業上利用を 目的と する 賃

借権又は使用賃借によ る 権利に限る。 ） の設定又は移転を 受ける 場合 

略 

別紙２ （ 第４ の１ （ ２ ） 関係）  

Ⅰ 農用地（ 開発し て農用地と するこ と が適当な土地を 含む。 ） と し て利用する ための利用権（ 農業上利用を 目的と する 賃

借権又は使用賃借によ る 権利に限る。 ） の設定又は移転を 受ける場合 

略 

 

 


